
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

千円

国　庫 分担金
支出金 負担金

現　計
予算額 3,064 0

補　正
要求額 101 0

101 0

　病害虫発生予察事業費

101１ 事 業 費  補正要求額 千円)(現計予算額： 4,198

0 0

（１）要求の趣旨（現状と課題）

0

0

　検体や試薬の保存管理をより効果的・効率的に実施するため、購入予定であるバイオフ
リーザーの仕様を１ドアから２ドアに変更する。

支出科目 款：農林水産業費　項：農業費　目：植物防疫費

 ＜財源内訳＞

財 源 内 訳

事 業 名

101

101

農政部　農産園芸課　ぎふ清流GAP推進係 

使用料 財　産区  分

手数料

0 0 0 0

事業費

4,198

寄附金

0

一　般
財　源

1,134

0

予 算 要 求 資 料

令和６年度９月補正予算

0

0
決定額

電話番号：058-272-1111(内4116)

E-mail：c11423@pref.gifu.lg.jp

（２）事業内容

0 0 0 0

２ 要 求 内 容

収　入
その他 県　債

0

　近年の農業生産現場においては、栽培作物、作期、栽培体系が多様化し、これに伴い病
害虫の発生も一層複雑多岐になっている。こうした中、農作物の生産性や品質を確保する
ため、より効率的・効率的な病害虫の防除が求められている。



（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

　植物防疫法第16条の7（侵入調査事業）、第31条（都道府県の発生予察事業）、第32条
（病害虫防除所）

（２）国・他県の状況
　植物防疫法の改正に伴い、国が都道府県への植物防疫事業交付金の割当額が増額

（３）後年度の財政負担
　・アプリ利用料、通信費等の維持管理費（植物防疫交付金（国　１０／１０））

（４）事業主体及びその妥当性
　植物防疫法に基づき、都道府県は侵入調査事業に協力しなければならない。また、都道
府県は発生予察事業を行うものとされており、妥当である。

　無

　国　１０／１０
　国が指定する病害虫の調査に要する備品購入費として国が負担

　

101

事業内容の詳細

バイオフリーザーの仕様変更（１ドア→２ドア）

事業内容

３ 事業費の積算 内訳

備品購入費

合計

金額

４ 参 考 事 項

（１）各種計画での位置づけ

101

決定額の考え方



（県単独補助金除く）

□

■

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

事業開始前 R4年度
(R ) 実績

○指標を設定することができない場合の理由

令
和
３
年
度

　病害虫発生予察事業は植物防疫法に基づき実施しているため。

（これまでの取組内容と成果）

・県下各地域の巡回調査等により病害虫発生データを集積し、高精度な発生予察
を行い、発生予察情報を提供した。（県情報７回、地域情報16回等）

令
和
４
年
度

・県下各地域の巡回調査等により病害虫発生データを集積し、高精度な発生予察
を行い、発生予察情報を提供した。（県情報７回、地域情報16回等）

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

令
和
５
年
度

令和７年度当初予算にて追加

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

①

指標名
R5年度 R6年度 終期目標

②

目標 目標 (R ) 達成率

（目標の達成度を示す指標と実績）

事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

１ 事業の目標と成果

（事業目標）

　発生予察は、病害虫の発生消長、環境条件（地域、気象）、農作物の生育状況等の
様々な調査データに基づいて行う必要があることから、県下各地の巡回調査を定期的
に実施することで多くの調査データを集積し、より高精度な発生予察情報（病害虫情
報、注意報等）を農業生産現場へ提供することで、的確かつ効率的な防除の推進を図
る。
　侵入調査では、国が重要病害虫として侵入を警戒する重要病害虫22種に対して、誘
引剤、フェロモントラップ、目視調査により県下各地域で調査を実施する。



・事業が直面する課題や改善が必要な事項

組み合わせて実施する理由
や期待する効果 など

病害虫防除員とともに発生予察事業を実施する。

　県産農産物の安全性確保と信頼性向上のため、病害虫発生予察情報の的確な提供、
適切な防除方法の継続的な情報発信が必要である。
　令和５年度から植物防疫法の一部改正により、詳細な発生予察調査が求められる指
定病害虫の数が令和４年度から15種増加するため、調査方法の効率化が重要となる。
また、海外飛来性害虫等の重大な被害を及ぼす病害虫に対応し、速やかな情報発信が
可能な体制とする。

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
組み合わせ予定のイベント
又は事業名及び所管課

病害虫防除員報償費、病害虫防除員活動費
【農産園芸課】

　病害虫防除所職員が減少傾向にあるものの、植物防疫法の一部改正により詳細な発
生予察調査が求められる指定病害虫の数が増加、海外飛来性害虫及び侵入病害虫の発
生により調査回数の増加等の課題がある。そのため、病害虫発生予察情報の充実を図
るため、病害虫防除所職員の人員を確保するとともに、対象病害虫の予察手法等の点
検を行い、病害虫防除指導のための情報提供の充実を図る必要がある。

（次年度の方向性）
・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか

(評価) 　調査地点や調査手法の見直し等により、効率的な事業実施に努めている。

２

（今後の課題）

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり
　２：期待どおりの成果あり
　１：期待どおりの成果が得られていない
　０：ほとんど成果が得られていない

(評価) 　病害虫発生予察情報や注意喚起は、農業者の効果的な農薬散布等に寄与し
ており、病害虫による大規模な被害は近年発生していない。

３

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

２ 事業の評価と課題

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

(評価) 　農薬の効率的な利用を推進するためには、病害虫の発生予察情報が必要で
ある。

３


